
国庫補助額 交付金充当 その他

1
とようら生活応援券事業
(Ｒ４予算分)

①町内で利用可能な商品券を全町民へ一律配
布することで、コロナ禍における原油価格・物価
高騰により困窮している町民と商業者の生活支
援をする。
②町民へ町内で利用できる商品券を配布
③町民　3,680人

32,866,000 32,866,000 32,866,000 R4.8.1 R5.3.17
町内で利用可能な商品券を全町民へ一律配布
することで、町民と商工業者の元気回復が図ら
れた。（換金率　98.54％）

2
とようら生活応援券事業
(Ｒ３予算分)

（№１事業のR3予算分）
①町内で利用可能な商品券を全町民へ一律配
布することで、コロナ禍における原油価格・物価
高騰により困窮している町民と商業者の生活支
援をする。
②町民へ町内で利用できる商品券を配布
③町民　3,680人

42,493,855 42,493,855 42,493,855 R4.8.1 R5.3.17
町内で利用可能な商品券を全町民へ一律配布
することで、町民と商工業者の元気回復が図ら
れた。（換金率　98.54％）

3
子育て世帯応援給付金事業
(Ｒ３予算分）

①政府が実施する「低所得の子育て世帯に対す
る子育て世帯生活支援特別給付金」の対象を拡
充し、コロナ禍における原油価格・物価高騰等
に直面する子育て世帯を支援する。
②全子ども(0歳～18歳)一人につき30千円を
給付
③町民(子ども(0歳～18歳))　490人

12,729,434 12,729,434 12,729,434 R4.7.22 R5.3.31
保護者の経済的負担軽減と子育て支援の拡充
を図ることができた。
給付率　99.6％

4 豊浦町高齢者世帯等地域生活支援事業

①低所得の高齢者および障がい者世帯を対象
とし、コロナ禍における原油価格・物価高騰等に
直面する対象世帯を支援する。
②低所得の高齢者世帯、障がい者世帯、一世帯
につき12千円を給付
③在宅の住民税非課税世帯および生活保護受
給世帯で次のいずれかに該当する世帯(ⅰ:70
歳以上の高齢者のみの世帯、ⅱ:高齢者夫婦の
どちらかが70歳以上の世帯、ⅲ:重度心身障碍
者医療を受給しているものの属する世帯）

4,404,000 4,404,000 2,202,000 2,202,000 R4.9.1 R5.3.31

高齢者世帯等における生活費の負担軽減を図
ることができた。
・対象者　555世帯
・申請者　367世帯
・給付率　66.1％

5 GISシステム導入事業

①GISシステム(地図情報システム)を導入する
ことで、各地図情報や住民基本台帳、固定資産
情報等を一体的に管理し、アフターコロナを見
すえた行政IT化を推進することで、業務の効率
化、住民への情報提供のサービス向上を目指
す。
②GISシステムの導入
③町職員、町民

6,248,000 6,248,000 4,647,000 1,601,000 R5.9.6 R5.3.31 連携情報数　３情報以上

6 地域循環土づくり支援事業

①コロナ禍において、農産・畜産物の価格・需要
が大きく変動する中で、バイオガス発電施設の
副産物である液肥等を散布する事業者を支援
することで、環境負荷を軽減し、持続可能な有
機農業を推進する。
②とうやこ農協を介して液肥散布量に応じて支
援
③農業者

16,724,700 16,724,700 16,724,700 R4.5.13 R5.3.6
受益者　21名
液肥等散布量　21,620t
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7 認可保育所等電気・給食材料費支援事業

①コロナ禍において物価高騰等の影響を受け
ている公設民営の認可保育所は、北海道が実施
する「児童福祉施設等物価高騰対策支援事業
(仮称)」の対象外となるため、当町において支
援することで負担の軽減を図る。
②１）電気料金高騰分　・認可保育所　・放課後児
童クラブ　２）給食材料高騰分　・認可保育所
③認可保育所・放課後クラブ運営者、施設利用
世帯

704,000 704,000 704,000 R4.11.28 R5.3.31

保育所等においてこれまでどおりサービス提供
できるよう、必要な経費の支援をすることによ
り、子育て支援の充実を図ることができた。
給付率１００％

8
電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付拡
大事業

①政府が実施する「電気･ガス･食料品等価格高
騰緊急支援給付金給付事業」の対象外で、住民
税が均等割りのみ課税されている世帯に対して
給付金を給付することで、コロナ禍において物
価高騰等の影響を受けている生活困窮者の支
援を行う。
②課税世帯のうち均等割りのみ課税されてい
る世帯に1世帯当たり50千円を支給する。
③課税世帯のうち住民税が均等割りのみ課税
されている世帯

5,203,280 5,203,280 5,203,280 R4.11.28 R5.3.31
住民税が均等割のみ課税されている世帯に対
し、経済的負担の軽減を図ることができた。
給付率　92.3％

9 医療・福祉施設等物価高騰対策支援事業

①コロナ禍において、電気料金等の高騰により
影響を受けている民間の医療機関や介護・福祉
施設などの負担軽減を図る。
②医療･介護･福祉施設へ1事業所当たり50千
円を給付。（公立の施設は除く）
③医療･介護･福祉施設

600,000 600,000 600,000 R4.12.1 R5.3.31

町内所在の事業所への支援を実施することに
より、各事業所の安定化に寄与することができ
た。
・対象事業者　12施設
・給付率　100％

10 農林業者物価高騰対策支援事業

①コロナ禍において、物価高騰の影響を受けて
いる農林業者へ支援することで負担の軽減を
図る。
②農林業者　1経営体当たり　50千円を給付。
③農林業者

4,614,710 4,614,710 4,614,710 R4.12.1 R5.3.31

91件の農林業者に支援金を交付し、物価高騰
により影響を受けた農林業者の事業継続の支
援が図られた。
給付率85.85％
(当初106件→実績91件)

11 漁業者物価高騰対策支援事業

①コロナ禍において、物価高騰の影響を受けて
いる漁業者へ支援することで負担の軽減を図
る。
②漁業者　1経営体当たり　50千円を給付。
③漁業者

3,038,480 3,038,480 3,038,480 R4.12.1 R5.3.31

コロナ禍において原油価格や電気料金を含む
物価が高騰する中、漁業経営に影響を受けてい
る漁業者を支援することで、持続可能な水産業
の推進が図られた。
・対象件数：60件
・支給件数：60件
・支給率：100％

12 商工業者物価高騰対策支援事業

①コロナ禍において、電力･ガス･物価高騰の影
響を受けている中小企業である商工業者へ支
援することで負担の軽減を図る。
②商工業者　1経営体当たり　50千円を給付。
③商工業者

7,783,032 7,783,032 7,783,032 R4.12.1 R5.3.31

町内154件の商工事業者に支援を実施。事業
継続と安定が図られた。
町内（想定182事業者）のうち154件の商工事
業者に支援を実施（支給率84％）。事業継続と
安定が図られた。



国庫補助額 交付金充当 その他

効果検証

令和4年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生交付金を活用した事業状況及びその効果検証

№ 事業名

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
補助対象
事業費

事業開始
年月日

事業完了
年月日

13
子育て世帯応援給付金事業
(Ｒ４予算分）

（№３事業のＲ４予算分）
①政府が実施する「低所得の子育て世帯に対す
る子育て世帯生活支援特別給付金」の対象を拡
充し、コロナ禍における原油価格・物価高騰等
に直面する子育て世帯を支援する。
②全子ども(0歳～18歳)一人につき30千円を
給付
③町民(子ども(0歳～18歳))　490人

1,328,000 1,328,000 1,328,000 R4.7.22 R5.3.31
保護者の経済的負担軽減と子育て支援の拡充
を図ることができた。
給付率　99.6％

14 豊浦町LINE公式ｱｶｳﾝﾄｼｽﾃﾑ構築事業

①新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた
情報発信を強化するためにLINE公式アカウン
トシステム(情報発信システム)を導入し、かつ、
緊急防災情報や生活情報等をプッシュ型情報発
信することで、町民生活を支援する。また、アフ
ターコロナを見据えて、町外の方に観光情報等
を発信し、関係人口の増加等を図る。
②LINE公式アカウントシステムの導入
③豊浦町、町内外の情報取得希望者

1,480,920 1,480,920 1,404,360 76,560 R5.1.31 R5.3.31 発信情報数　４９情報

15 街の魅力発信！タウンプロモーション事業

①アフターコロナを見据え、町の魅力向上を図
るとともに、町内事業者等の経済活動の支援を
行うため、特産品・産業・観光などのＰＲをＳＮＳ
広告配信等により実施する。
②プロモーション事業
③（一社）噴火湾とようら観光協会、豊浦町、町
内事業者等

2,823,000 2,823,000 2,823,000 R4.11.28 R5.2.28
SNS広告配信等による観光情報関連のホーム
ページにおけるＰＶ数24,546回

16 水道料金減免措置事業

①水道料金を免除し、コロナ禍における町民の
暮らしに対する負担の軽減を図る。
②水道料金の基本料金（2か月分）を免除する。
簡易水道特別会計に繰り出し
③公共施設管理者以外の水道利用者

6,040,160 6,040,160 6,040,160 R4.12.19 R5.2.28
公共施設管理者以外の水道利用者に対し
100％の減免率を実施し、コロナ禍における町
民の負担軽減が図られた。

17 デジタル田園都市国家構想推進交付金

（デジタル実装タイプ１事業）
①コロナ禍において、除排雪管理システム等を
活用した除排雪作業の効率化を図る。
②ソフト経費3,205千円、ハード経費10,201
千円
③地方自治体、除雪業務受託事業者、町民

13,384,800 13,384,800 6,692,400 6,692,400 R4.7.8 R5.3.31
１回あたり除雪作業時間の減少：
　6.6時間→5.0時間（R4実績）

18 疾病予防対策事業費等補助金

（緊急風しん抗体検査等事業）
①　コロナ禍において、市町村が実施する感染
予防対策に対する補助
②　感染予防対策に係る経費
③　検査希望する町民

14,000 14,000 7,000 6,000 1,000 R4.10.1 R5.3.31
風しんの感染予防対策が図られた。
風しん抗体検査実施数16件

19 保育対策総合支援事業費補助金

（保育施設等新型コロナウイルス感染防止対策
事業）
①町内の認可保育施設の新型コロナウイルス感
染症拡大を防止する観点から、感染防止用の衛
生用品の購入及び購入費用を支援する。
②感染防止用の衛生用品の購入（公設）及び購
入費用の補助（私設）
③認可保育施設（公設含む）

700,000 700,000 350,000 350,000 R4.9.16 R5.3.31

認可保育施設の新型コロナ感染症に伴う感染
防止費用に掛かる経費を補助することで、委託
業者の支援ができた。
補助率１００％


